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 鈴木一則委員の総括質疑 

 

 

○梅津善之委員長 次に、順位７番、議席番号１

番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 政新長井の鈴木一則でご

ざいます。 

 先週、新型コロナウイルスの感染拡大に備え

るための改正特別措置法が成立いたしました。

いわゆる緊急事態宣言を発令することができる

法案でございますけども、世界を見れば感染拡

大が深刻なイタリア、スペインなど、またヨー

ロッパ、中東を中心に緊急事態宣言を発動し、

事態の収束に必死でございます。13日には対応

が十分できてると言っておりましたアメリカも、

この短期間の感染拡大で国家非常事態を宣言い

たしました。まさにこんなに世界に影響すると

は誰が予想したか、想像以上のことであります。 

 13日の東証株価市場では、新型コロナウイル

ス感染症拡大による経済危機が懸念され、投資

家の売り注文が加速し、日経平均株価が暴落、

アメリカ・ニューヨーク市場では株価の暴落、

急反発により急激な収縮がとまらず、相場の底

入れが見えない状況となっています。 

 また、アメリカのトランプ大統領が東京五輪

について、無観客で開催するよりも１年延期す

るほうがよい選択だと語り、五輪の経済効果を

見込んでいた東京市場を初めアジア市場は主に

下落、世界同時株安に歯どめがかからず、売り

が売りを呼ぶ展開とのことであります。 

 不安が不安をあおるという連鎖に入っている

という感じがしますが、それだけ危機迫ってい

るという状況になっています。 

 新型コロナウイルス感染症死者が13日、世界

全体で5,000人を超えました。中国では拡大が

おさまる気配という報道もありますが、世界各

地では感染の広がりはやまず、世界保健機関Ｗ

ＨＯは11日、事態をパンデミック、世界的大流

行と形容し、一層の警戒を呼びかけています。

このような状況でございますので、感染の影響

を３月議会に取り上げさせていただきまして、

市の対応策や今後の景気対策に関連して質問い

たしますので、ご答弁よろしくお願いいたしま

す。 

 １点目の質問ですが、消費税増税及び新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響による市内事業者

の支援対策について伺います。 

 初めに、７款商工費、１項商工費、２目商工

振興費及び４目企業振興費について伺います。 

 先ほども申し上げましたが、昨年末に中国で

発生した新型コロナウイルス感染は、年が明け

てからは世界全域に拡大し、終息の兆しが見え

ません。国内では観光業が最も大きなダメージ

を受け、関連してさまざまな業種にも波及され

ていると言われています。10月の消費税増税で

何かしらの影響を受けていた産業は追い打ちを

かけられ、破産や事業の停止を考える事業者も

あると聞きます。物の流れ、人の流れが全く停

滞するという状況は想像できなかったとは思い

ますが、新年度予算には支援策や景気対策の予

算の配慮がなされているか、産業参事にお伺い

いたします。 

○梅津善之委員長 藁谷 尊産業参事。 

○藁谷 尊産業参事 委員おっしゃるとおりに、

消費税、新型コロナウイルスということで、非

常に国のほうも危機的な状況というようなこと

の中で、このウイルス対策に対する新年度の予

算というものについては、既に市の予算編成の

観点からなんですけども、査定が終わった状況

ということでございますので、令和２年度の当

初予算では盛り込まれていませんでした。 

 これにつきましては、他の市町村も同様かな

というふうに思っています。 

 しかしながら、既存の政策でございますけど

も、例えば生産性向上のために新たな設備投資

をする際に、固定資産税を免税する措置がござ
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います。場合によっては新型コロナウイルス対

策のために利用することが可能ですし、また新

型コロナウイルスが終息してからということに

はなりますけれども、商店街等でイベントを開

催するような支援策などもございますので、こ

のような既存施策もございますので、うまく有

効に使わせていただきながら、その影響を緩和

できればなというふうに思っております。 

 また、県では山形県商工振興資金の一つであ

ります地域経済変動対策の対象事業として、２

月25日付で新型コロナウイルスを追加指定して

おります。これは新型コロナウイルスの影響に

より、経営に支障を来した中小企業者に対しま

して融資を行う制度でございまして、年利1.6

の制度でございます。その後、政府による各種

の自粛要請を鑑みまして、深刻的な影響が出た

事業者に対しましては、３月４日付で同じく地

域経済変動対策資金に無利子の融資枠を設けて

おります。これは県内一斉の取り組みというふ

うなことになるということで聞いております。 

 このことから、長井市でも３月４日付の対策、

融資に対応するために、この３月の定例会の最

終日に提案すべく、今準備を進めているところ

でございます。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございました。 

 12月、既に昨年中から中国では発生してまし

たけども、まさかこのような形になるというこ

とですので、新年度予算には十分な配慮がない

ということで、矢継ぎ早にいろんな対策が国な

り県から出ているということですので、よろし

くお願いしたいと思います。 

 ２つ目ですが、新型コロナウイルス拡大によ

り、中国からの部品調達ができないなど、また、

自粛ムードによる消費低迷、インバウンドの減

少は県内企業にも打撃を与えております。市内

を見て、市内業者の状況について、影響と現状

の把握について、産業参事にお伺いをしたいと

思います。 

○梅津善之委員長 藁谷 尊産業参事。 

○藁谷 尊産業参事 先ほど委員からもちょっと

お話がありましたけども、昨日、アメリカのほ

うではＦＲＢ、また日銀とも金融緩和対策とい

うことを表明したわけですけども、けさ方のニ

ュースなんかを見ますと、アメリカのほうです

とダウが3,000ドルぐらいの下落とか、あとは

日経平均につきましても１万6,000円台に突入

してるというような、そういう状況になってい

るのかなと思ってます。 

 そういう中で、コロナウイルスに対する経済

の影響につきましては、これも委員がおっしゃ

るとおり、観光地ではインバウンドの激減やイ

ベント中止により大きな影響が報道されている

ところです。これも昨日、日銀が経済物価の状

況と見通しというような中で、今までは「拡

大」という言葉があったんですけども、「弱い

動きが」というような言葉が入りまして、引き

下げられております。 

 長井市におきましても、いわゆる観光業に属

する業種であります旅行業やお土産物の販売、

運輸業界については２月の時点では大きな動き

がなかったというふうに聞いております。ただ、

その後の政府の自粛要請に伴いまして、宴会場

を有するホテルとか旅館、飲食店では相次ぐキ

ャンセルで相当な打撃があるというふうに認識

しております。 

 また、製造業におきましても、今のところ３

月いっぱいまでの仕事についてはまだあります

というようなことではございますけども、これ

も委員おっしゃったように、一部、部品の供給

が間に合わないとか、あとは同様に建設業でも

部品の調達のおくれがあるというふうに聞いて

おりますので、これらの影響が３月の段階では

どうにか対応できてるのかなというふうに思っ

ておりますけども、４月以降、一部の事業所に

おいては資金繰りの問題ということも出てくる
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かと考えられますので、今後注意していかなけ

ればいけないのかなと思っております。 

 現在、市内事業者の対応としましては、長井

の商工会議所のほうでは１月29日から新型コロ

ナウイルス対策の相談窓口を設けてますし、ま

た政策金融公庫からの融資や、先ほどお話しし

ました県の資金に対応するため、３月の11日に

商工会議所の生活衛生部会を中心としました

方々に対しまして、融資を受けるための説明会

を実施したところでございます。 

 また、３月の18日には、これも商工会議所が

主催となりますけども、日本政策金融公庫と協

力しまして一日公庫相談会というものを実施す

るということを聞いております。このほか、暖

冬少雪による経済低迷の影響や消費税の影響も

鑑みまして、今後、動向を商工会議所と連絡を

とり合って注視し、対策を検討してまいりたい

というふうに考えております。 

○梅津善之委員長 ここで昼食のため、暫時休憩

いたします。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午前１１時５７分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○梅津善之委員長 休憩前に復し、午前に引き続

き会議を再開いたします。 

 予算総括質疑を続行いたします。 

 議席番号１番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 先ほど、参事には大変ご

丁寧な説明をいただき、ありがとうございまし

た。 

 市民の方々とお話しする機会がありまして、

特に宿泊、飲食、サービス業、小売もあります

けども、本当に行事の中止や宴会など、自粛の

ため人の流れがなくなり、非常に危険な状態で

はないかというふうに思います。 

 先ほどの話ですと、商工会議所の生活衛生部

会などに融資関係の説明をされたということで

ございますが、具体的にその支援策というのは

どういうものなのか、産業参事にお伺いをしま

す。 

○梅津善之委員長 藁谷 尊産業参事。 

○藁谷 尊産業参事 お答えします。 

 参集した方々については、今、委員おっしゃ

ったように、商工会議所の生活衛生部会の方々

と、あとハローワーク、あと信用保証協会、あ

と商工会議所の中小企業相談所、そして長井市

の商工観光課という方々に集まっていただきま

した。 

 具体的な支援策といたしましては、ハローワ

ークの関係でいきますと、事業縮小を余儀なく

された事業主が、雇用者に一時的に休業または

教育訓練などを行った場合に助成する雇用調整

助成金の特例措置とか、あとは先ほどこれお話

ししましたけども、山形県の商工業振興資金の

うち、地域経済対策変動資金の特別枠として設

定した無利子の融資制度、また日本政策金融公

庫でも実施しております経営環境変化対応資金

とか、衛生環境変動対策特別貸し付け、また小

規模事業者経営改善資金などを説明しておりま

す。また、信用保証協会からは、これらの融資

を受ける際の保証制度についてご説明させてい

ただきました。 

 あわせてこれ、やはり申請という手続がござ

いますので、融資を受ける際の準備として、資

金繰り表の作成などの指導なんかも行ったとこ

ろでございます。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございました。 

 融資関係は一時的という部分がすごくあると

思うんですけども、この状況を見ると、今の状

況よりはその後、どういうふうな状況が発生す

るかというのが非常に心配になってきます。特

に今申し上げたような産業については、本当に
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消費行動を促さないと、なかなかやっぱり好転

はしないんだろうなというふうな感じもします

ので、今後、年度末ですけども、年が明け、ど

のような国から判断が出るかわかりませんが、

その際、また改めてタイムリーな支援というも

のをお願いしたいなと考えておるところでござ

いますので、改めてその時期にご質問させてい

ただこうと思います。 

 それから、３つ目でございますけども、感染

源の中国が終息を見せ始めているようですが、

今はヨーロッパが感染の中心というＷＨＯの発

表がありました。中国、韓国からの入国禁止措

置もありまして、国内感染の押さえ込みがされ

れば終息に向かうだろうと考えていましたが、

最近では国内でのクラスターによる感染拡大、

それからヨーロッパからの帰国者から新たに新

型ウイルスの検出と新たな状況が発生していま

す。やはり日本も長期にわたるのではないかと

いうふうに危惧するところでございます。 

 感染拡大等を受けまして、影響を軽減するた

め国、県では経済対策を打ち出してますけども、

他自治体では無利子、利子補給の上乗せを表明

したところはありますが、長井市では今後どの

ような対策や支援を検討されていますか、市長

にお伺いします。 

 なお、予算総括質疑の提出から１週間たちま

して、この間にいろいろな支援策が出てますの

で、私の質問そのものもちょっとおくれ感があ

るなという感じはしますので、市長には現状も

鑑み答弁をお願いできればと思います。よろし

くお願いします。 

○梅津善之委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 鈴木一則委員がおっしゃるように、毎日どん

どん刻一刻と変わって、状況がですね、コロナ

ウイルスはもちろんでございますが、日本政府

のさまざまな支援策、あるいは東京オリパラそ

のものも今のところは予定どおりとおっしゃっ

ていますけども、どうなるかわからないと。普

通に考えて、夏ぐらいまでは続くんだろうなと

いうふうに考えられますので、そういったこと

を考えますと、実は鈴木一則委員の総括質疑で

我々打ち合わせしましたけども、そこからまた

変わってるんですね、ここ二、三日で。ですか

ら、何を申し上げたらいいかでございますけれ

ども、まずは一番影響があるのは、やはり飲食

店等々、あるいはホテル等々が今一番深刻な状

況にあるかと思います。 

 市内の少し大規模、中規模程度のホテル、あ

るいは飲食店等々は、お客さんのほうが７割、

８割減であると、昨年同期に比べてですね。あ

とは赤湯温泉なんかも８割、９割減だそうです。

ですから、先ほど、藁谷産業参事が申し上げま

したように、国の施策も厚生労働省からのさま

ざまな施策というのが出てるんですが、一方で

経済産業省、あるいは政府全体として、経済の

落ち込みを何とかまた景気がこれ以上底割れし

ないようなさまざまな施策を打ってくると思い

ますので、今の段階で申し上げられることは、

私どもとしても国や県と連携しながら議会の皆

様からもご理解をいただいて、必要であれば市

単独の事業なども踏まえながらさまざまな経済

対策をやっていかなきゃいけないと思っており

ます。 

 ご承知のとおり、昨年の暮れは消費増税直後

ということで、少し皆さん控えたわけですけど

も、それに暖冬少雪化で、これで本当に私ども

山形県長井市は、特に西置賜は経済的に打撃を

受けておりますし、加えてこのコロナウイルス、

さらにはオリパラが中止、あるいは延期になる

ということであれば、せっかく少しずつ私ども

山形県にもいらしてたインバウンド、外国のお

客様も見込めないということでありますので、

そういったことを踏まえながらさまざまなでき

る限りの対応をしてまいりたいと思いますが、

ぜひ商工会議所、あるいはＪＡ山形おきたまさ
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ん初めいろんな経済団体等とも連携しつつ、国、

県の動向を見ながらぜひいろいろな対応をして

まいりたいと思いますんで、ぜひいろいろなご

助言やらご理解を賜りたいというふうに思いま

す。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございました。 

 市長言われるとおり、本当に長期にわたって

さまざまな日々の環境といいますか、状況が変

わるということでございますので、先ほどあり

ましたように、やっぱり市独自というような部

分もしていかなければならない状況は本当に出

てくるのかと思いますので、今後の状況におき

ましてはよろしくお願いしたいと思います。 

 ２点目の質問に移ります。住宅新築・増改築

補助金、住宅リフォーム補助金の現状と市内業

者支援についてお伺いをいたします。 

 初めに、８款５項２目の住宅振興費について

伺います。 

 住宅施策は景気の動向に左右され、多くの業

種がかかわる産業のため、国県でも住宅建設に

絡む施策に重点を置いています。長井市でも市

内の景気とともに人口減少の抑制、定住促進や

生活基盤の改善等の目的で、住宅・増改築補助

金を設立し、県の住宅リフォーム補助金とあわ

せて市民の利用を促し、地元関連業界に需要を

提供し、消費の拡大により景気浮揚を目指して

いるのですが、長井市の制度の内容と申し込み

からの流れについて、建設課長にお伺いします。 

 また、近隣市町でも県補助金の上乗せや独自

補助制度があるようですが、長井市と比較して

有利な融資を行っているところがあればあわせ

てお知らせください。 

○梅津善之委員長 佐原勝博建設課長。 

○佐原勝博建設課長 お答えいたします。 

 住宅新築・増改築補助金及び住宅リフォーム

補助金につきましては、持ち家住宅の居住環境

の質の向上を図りまして、定住促進に結べると

ともに、関連業界に需要を提供し、消費拡大の

波及効果によって地域経済の活性化を図ること

を目的に、平成23年度から開始している事業と

なります。 

 市の単独事業でございます住宅新築・増改築

補助金の補助内容といたしましては、持ち家住

宅の新築または増改築工事におきまして、市内

の個人業者を含む建築業者と契約して施工を行

う場合に、工事費の５％から10％を補助するも

ので、新築工事では最大45万円、増改築工事で

は、補助区分により異なりますが、最大25万円

から40万円を交付するものでございます。 

 また、県の補助事業であります住宅リフォー

ム補助金の補助内容といたしましては、持ち家

住宅のリフォーム工事におきまして、県内の個

人事業者を含む建築業者と契約して施工を行う

場合に、工事費の10％から30％を補助するもの

で、こちらも補助区分により異なりますが、最

大20万円から50万円を交付するものでございま

す。 

 補助の手続といたしましては、補助事業ごと

に交付申請を建設課の窓口で受け付けいたしま

して、その後に工事の施工がなされ、工事が完

了した段階で実績報告の提出を受けます。補助

金額のほうを確定いたしまして、指定の口座へ

振り込みを行うといったような流れになってご

ざいます。 

 県内におけます補助制度の状況につきまして

は、県の住宅リフォーム補助金に上乗せ補助を

行っている自治体が24団体ございまして、本市

のように独自の制度を創設して併用により加算

を行っている自治体が７団体、そして補助制度

自体がない自治体が４団体ございます。各自治

体の政策により、移住世帯、そして多子世帯等

に対しまして、補助率や上限額をかさ上げして

いる場合が多く、優劣を単純に比較することは

難しいのですが、基本となります増改築、一般

工事の加算額におきましては、置賜管内で長井
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市が高いという状況にあるというふうに認識し

ておるところでございます。 

 また、本市と似たような制度でございます河

北町におきましては、住宅の新築工事及びリフ

ォーム工事の補助率を５％、補助上限を50万円

というような形で上乗せいたしまして、最大70

万円から80万円を補助するとしておりますけど

も、補助要件が50万円以上の工事に限られると

いうことから、小規模な工事は対象外となって

いるような状況にございます。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございました。 

 実際、この制度、長井市のほうで独自に設立

して促すということで、率的には大変いい内容

になってます。ですが、なかなか状況を見ると

厳しい。12月の補正のときにいただいた資料あ

るんですけども、この中でも特に市内業者、地

元業者に扱っていただく新築物件がどんどん下

がっているんですね。市内の実情を見るとハウ

スメーカーがすごく多くなってるなという感じ

がしてるんです。比率はどうなっているんだろ

うなということ、もともとの需要としての物件

はあるのか、実際に長井市内の業者、特に個人

業者に発注が回ってないという状況なのかとい

うことで、昨年は廃業されたという方もいらっ

しゃるとお聞きしています。リフォームであれ

ば地元業者の発注があると思っていたのですが、

実際に取り扱いの工務店さんなどに聞くと、や

っぱり手続が煩雑で補助金も消費税のアップや

オリンピック施設建設の特需で終了したのに建

材が高どまりしているということで、なかなか

今の状況ではメリットは余り感じないというこ

ともあるようなのです。そのところは、建設課

長、どのようにお聞きになっているかお伺いし

たいと思います。 

○梅津善之委員長 佐原勝博建設課長。 

○佐原勝博建設課長 住宅新築・増改築補助金の

今年度の長井市の実績では、新築物件は33件で

ございます。昨年度の平成30年度は35件、その

前の平成29年度は39件という状況でございます

ので、委員おっしゃるとおり、少しずつ減少し

てるかなという感じがございます。 

 この制度につきましては、市内業者のみによ

る建築工事に限られておりますため、大手のハ

ウスメーカーによる新築の件数をここからはち

ょっと把握できないというような状況でござい

ます。これとは別に実施しております定住促進

補助事業におきましては、今年度実績28件のう

ち市外ハウスメーカーの施工によるものが７件

ございました。この事業につきましては、長井

市に土地を購入することが前提となっておるた

めに、実際に市内でハウスメーカーによる新築

がどのぐらいあるかということはちょっと調査

しないとわからない状況になってございます。 

 また、増改築工事とリフォーム工事につきま

しては、消費税増税前の駆け込みといたしまし

て、９月末までの申請がふえた状況にございま

した。その影響もあってか10月以降の申請件数

が例年より少ないというような状況も確かに見

受けられたところでございます。建設課におき

ましては、建築業者から発注の申し込みがある

といったようなこと直接ちょっとお聞きしたこ

とはないのですが、消費増税の影響というのは

多少なりともあるというふうに感じております。

まずはこれら住宅補助事業を使っていただかな

いことには業者さんのほうに受注がふえません

ので、より多くの市民の皆さんにご活用いただ

けるようにＰＲを行いまして周知することで、

市内建築業者の請負機会がふえるようにしたい

というふうに考えておるところでございます。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございます。 

 お話あったように、住宅新築・増改築事業で

の新築の減少傾向は少しずつあるのですが、業

界の方からお聞きしますと、今新築する若い

方々は、市内工務店や個人業者と比べ、やっぱ
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りハウスメーカーの宣伝、見ばえ、完成度など

を判断して選択しているということです。それ

が新築数にも影響出ているものと思います。営

業力が全然違うということがありますし、私た

ちの世代のように出入りの工務店や事業者にお

願いするという考えはまず全然ないんだという

ふうなお話もお聞きします。 

 補助金のＰＲについてですけど、長井市のほ

うの補助金制度のＰＲの仕方についてどのよう

に行っているか建設課長にお伺いします。 

○梅津善之委員長 佐原勝博建設課長。 

○佐原勝博建設課長 お答えいたします。 

 毎年度４月１日に全戸のチラシ配布といたし

まして、長井市定住促進補助金の制度と長井市

住宅新築・増改築補助金制度、そして長井市住

宅リフォーム補助金制度の概要につきまして全

戸配布を行っているところでございます。そし

て、ホームページのほうに申請様式も含めまし

て掲載しておりまして、執行状況等もお知らせ

してるというような状況になってございます。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございます。 

 市内工務店さんも営業力がないというか、ア

ピール度がやっぱり足りないのかなというふう

に思いますので、そこら辺の支援といいますか、

そういうような部分も少しフォローしていただ

けると、もう少しアナウンス効果といいますか、

そういうような形で臨めるかなと思いますので、

ぜひ、せっかくいい制度がありますので、活用

いただけるようにしていただきたいと思います。 

 次に、当初予算では新築住宅・増改築補助金

が昨年より減り、リフォーム補助金が多くして

るようでございますけども、見込み件数をどの

ように見たのでしょうか。具体的な需要があっ

たのですか、また、政策的なことがあったので

しょうか。 

 上山市の令和２年度予算で持ち家を取得する

家庭に子供１人当たり10万円の助成を20万円に

拡充するということができました。なるほど工

事費の限度ではなく、子供の数でかという感じ

もしたんですけども、事業者からのお話ですと、

増改築でリフォームする場合、一般住宅ですけ

ども、トイレ、風呂、キッチンなど水回りの改

修がほとんどで、今の制度の工事の５％、上限

25万円ではエアコン設置代ぐらいだということ

で、なかなかリフォームへの決断につながって

いないということをお聞きします。住宅新築・

増改築は多くの業者がかかわりますので、利率

や上限額のアップなど、需要を掘り起こし建設

業界の支援となるよう検討されたいと思います

が、建設参事にお伺いをいたします。 

○梅津善之委員長 青木邦博建設参事。 

○青木邦博建設参事 お答えいたします。 

 住宅新築・増改築補助事業の来年度の予算に

つきましては、これまでの補助実績から新築及

び増改築の件数を見込んで平均補助単価を積算

した上で算定しております。令和２年度の予算

として新築24件、増改築104件を見込んでおり

ますが、これは市全体の予算調整を行った結果

でございますので、その辺をご理解いただきた

いというふうに考えております。ここ数年の交

付実績約3,000万円を超える程度ですので、例

年同様、予算に不足が生じる場合には、財源を

確保した上で補正予算を組み対応したいという

ふうに考えております。 

 また、住宅リフォーム補助事業の予算につき

ましては、同様に過去の実績から件数と平均単

価を積算し、前年度当初比334万円増の2,910万

円計上しております。一般リフォーム分が135

件、あと人口減少対策分が25件でございます。

今年度の事業において県からの予算の配分が不

足したために、そのことを踏まえて件数を多く

見込んで予算計上しているところでございます。 

 市の独自事業であります住宅新築・増改築補

助金につきましては、昨年度よりリフォーム補

助金の人口減少対策分に相当する県産材使用で
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あったり、三世代同居、または子育て世帯への

優遇措置を新たに実施しまして、制度拡充を図

ってきておりまして、実績として平成30年度は

それらで23件、459万4,000円、平成31年度につ

きましては、24件で599万1,000円でございまし

た。 

 ちょうど来年度はこれらの住宅補助制度が創

設されて10年目を迎えて事業の認知度は年々上

がってきているところでございます。住宅の新

築や増改築等を契機として、市外への人口の流

出を抑える意味からも、委員ご指摘の上山市等

の例を参考にしながら、さらによりよい制度に

なるように今後も居住人口の維持につなげてま

いりたいというふうに考えておるところでござ

います。 

 ただ、あくまで相乗効果を生むための施策で

ございまして、市内業界の皆様にもぜひハウス

メーカーに負けない営業努力で頑張っていただ

きたいというふうに考えておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 はい、ありがとうござい

ました。 

 本当に制度をご理解いただいて活用いただく

ということ、市民、業者の皆さんが知ってても

なかなかそれが顧客の需要につながらないとい

うふうな状況ですので、ぜひこれも含めて景気

浮揚ということでつながっていけばというふう

に思いますので、私のほうも関係の方にはお話

をしていきますので、市のほうも対策をよろし

くお願いしたいと思います。 

 この間の近隣市の予算の中で、川西町でした

けども、公立置賜総合病院周辺にメディカルタ

ウン関連事業計画が進められて9.7ヘクタール

に開発して、400から500人の定住人口を創出す

る計画が進んでいるということです。22年度内

には住宅地区分譲を開始するという、目指すと

いうことが出てました。若者需要が市外に、隣

接ですので、出ることがないように対策が必要

と感じてますので、ぜひにこれらも検討に加え

ていただきたいというふうに思っております。 

 ３点目の質問、水道事業と下水道事業会計に

つきましてご質問いたします。 

 人口減少に伴い、給水人口等の減少による水

道料金及び下水道料金の今後の見通しについて

お伺いをしたいと思います。 

 初めにですが、最近、気になったことがあり

まして、実は市内家電量販店に出向いたときに、

県内の主要都市の上下水道料がパネル化されて

いたものを見ました。そこには長井市が上水道

で１番、下水道で２番目に高い表示がされてい

るもので、節水をアピールする商品のところで

ありましたので、商業活動の一環ということで

仕方がないかなという感じはしたんですけども、

実際、現在の料金が県内では高いほうとお聞き

していますが、その比較のパネルにあらわされ

ていた算定基準もちょっと私、はっきりわから

なかったので、その基準はあるのでしょうか。

それによった場合、実際の比較はどうでしょう

か。長井の水はうまくて安全な水なのですが、

商業的というものに比較されますと、非常にや

っぱり厳しいなというふうイメージがありまし

たので、上下水道課長にお伺いをいたします。 

○梅津善之委員長 蒲生浩美上下水道課長。 

○蒲生浩美上下水道課長 お答えいたします。 

 総務省の統計や県の水道ビジョンにおきまし

ては、水道料金を比較する場合、１カ月10立方

メートルと１カ月20立方メートル当たりの家庭

用料金を給水管の口径13ミリメートルを対象に

示されておりまして、これが統一的な基準にな

るのかなと考えているところでございます。こ

れを基準として一般的な家庭１世帯当たりの平

均的な使用量である20立方の使用の水道料金を

算定した場合、長井市は4,290円となりまして、

県内の28水道事業体のうちでは高いほうから13

番目、大体真ん中あたりになるかと思います。
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下水道料金は4,015円となり、31事業体中の４

番目というふうになります。13市で比較します

と水道料金は上から４番目、下水道料金はパネ

ルで見られたとおり上から２番目というふうな

現状でございます。 

 鈴木委員がごらんになったパネル、私も見て

きましたが、口径20ミリで１カ月20立方使った

場合の料金の比較がされておりました。かつて

は13ミリメートルの口径が一般的でしたが、現

在20ミリメートルが多くなってきているという

ことから、料金比較の対象とされたものと思っ

ています。この20ミリメートルの管口径で比較

しますと、水道料金、パネルでは消費税８％に

なっていましたが、10％にしますと長井市の場

合5,005円となり、県内13市では一番高いとい

うふうな状況になっております。ただ、28事業

体、県内にありますけども、その中では高いほ

うから８番目というふうな現状でございます。 

 長井市の水道事業ですが、委員もご承知のと

おり、市単独で自己水源として豊富な朝日山系

の地下水を深さ40メートル以上の深井戸から取

水し、大石地区を除く市内全域、約２万6,000

人の市民の方に安全でおいしい水道水をお届け

している事業でございます。深井戸は地表付近

の汚染の影響を受けず、また自然災害にもほと

んど影響されないことから、安定して供給する

ことが可能な水道となっております。 

 一方で、13市のうち長井市と尾花沢市を除く

11市では、全部受水、一部受水の違いはありま

すが、県の広域水道の受水団体となっておりま

す。広域水道は置賜、村山、最上、庄内、県内

４圏域に４事業行っております。35市町村のう

ち23市町にダムや河川等の表流水を水源とした

水道用水を上水で提供しておりまして、その給

水量につきましては、県内全体の使用水道量の

約６割を占めている水道事業でございます。現

在は各市町へ１立方当たり50円前後と県の全国

の県営水道事業と比較しても低額で供給されて

おりまして、これが各市町村の人口規模や受水

の割合等にもよりますが、水道料金を抑えられ

ている一因ではないのかなと考えているところ

です。 

 本市の水道は深井戸による安全でおいしい安

定した水道水であるということも考慮いただき

まして、ご理解を賜りたいと思います。 

 また、委員もごらんになられたかと思います

けども、掲載されたパネルのほうには、使用単

価は一定でありません。使えば使うほど単価が

高くなりますという記載もございましたが、そ

の中で使用水量30立方までの場合、30を超えた

部分、あと50立方以上の場合の単価が段階的に

上がっていくということで掲載されておったわ

けですが、先ほど申し上げましたように、一般

的な家庭での１カ月の平均的な使用水量約20立

方メートルということで、家庭での生活用水の

使用による水道料金を低く抑えるために30立方

までの使用料を低く設定しているものでござい

ますので、あわせてご理解いただきたいと思い

ます。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございました。 

 ちょっと私も気になりまして、そういうふう

なことでありましたが、水道の質云々ではなく

て、量の料金というようなことで比べられると

本当にちょっと困ったなというふうな感じはし

たんですが、最後の質問になりますけども、さ

きに一般質問で竹田議員からの質問の中にもあ

りましたけど、維持補修について答弁をいただ

いています。上水道では基幹管の更新、それか

ら経年化のダウンサイジング、それから下水道

でも老朽管更新や管理センターの改修等が進め

られる計画がありますので、費用負担が会計に

直接響く形になっていくと思います。今後の料

金の考え方についてお伺いをしたいと思います。 

 人口減少により給水人口、給水量も減ってい

くので、収益の増はなかなか厳しいと言えるわ
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けでございますけども、将来のことを考えると

リスクの大きい設備の廃止や効率化、隣接自治

体等の広域化、できれば工場、病院など大口の

顧客の誘致や人口密度の高い市街地の住宅造成

等を進められれば、使用の改善も図られ、料金

の維持ができるのではないかというふうには考

えます。県内的に表示がもう少し下であれば一

番感情的にもいいと思いますけども、今後の料

金について、市長のお考えをお伺いをしたいと

思います。 

○梅津善之委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 その前に、先ほどの量販店のポップなんです

けども、私も知りまして、悪意はないんでしょ

うけども、このまま放置してはだめだろうとい

うことで、早速、私、電話、店長さんにいたし

まして、これはこれでいいんだけども、実は長

井の水は高いけれども県内一おいしい、しかも

地下水100％の天然水だからということをぜひ

ポップの上にでも書いてくださいと、長井店だ

けでいいですからというお話をしましたら、恐

縮されまして、すぐポップを取り除きます。い

や、それはやめてくださいと。ポップは本店で

本部のほうから全部来るんだそうですけども、

必要だったら資料を出しますから、ぜひそうい

ったことを検討してくださいというふうにお願

いしたところです。やっぱり誤りではないわけ

ですね、ここの部分だけ見れば。ただ、課長が

申し上げましたとおり、13ミリが標準というふ

うに見ますと、真ん中よりちょっと上ぐらいで

すよね。 

 ということなんですが、それで話せば長いん

ですけども、将来、人口減少で経営はかなり厳

しくなるだろうと。もともと県内でも高い水道

料金だっていうのは我々も認識しておりました

んで、平成20年かな、企業局のほうの協力も得

まして、周りの町が非常に夏場の水源等々で苦

労されてるということから、一緒にやりません

かと。広域でやると少しでもコスト下げられる

し、あとは長井のおいしい水を一緒に飲んでい

ただくということで、これからもさまざまな面

で連携をすれば、値上げをせずに済むんじゃな

いかということでお願いしたんですけれども、

市町村合併の話は終わってたにもかかわらず、

かなり警戒されまして、結局２つの町からお断

りされました。その後、最近自前で掘ってるよ

うですけどね。やっぱり全県の中で、先ほど蒲

生課長からもありましたように、県の企業局が

広域でやってて、しかもここ四、五年前ですか

ね、下げたんですよね。随分設備投資の部分が

軽くなったんでということで下がってるんです。

ただ、私ども西置賜、それぞれ自前でやってま

すんで、もし県の企業局が一緒にやろうと言わ

れた場合、これは市民に選んでいただかなきゃ

いけないわけですけど、表流水を飲むのかおい

しい地下水を飲むのか、高いけどもそこをどう

するかということなどもやっぱり今後判断しな

きゃいけない時期が来るんだろうと思っており

ます。 

 ただ、先ほど課長から、何回も繰り返しにな

りますけども、申し上げましたように、人口減

少しますと、この間も竹田議員の一般質問でも

お答えしましたけども、人口が２割減れば、じ

ゃあ、２割水道料が上がるだけで済むかってい

うとそうじゃないんですよね。よく一般的には

２乗っていうふうに考えなきゃいけないと。で

すから、本当に大変なことになりますんで、そ

れに備えて設備投資は慎重に、なおかつ維持管

理が容易なようにダウンサイズとかそういった

ことをやっぱりやっていかなきゃいけないと。 

 あとは委員おっしゃるように、できれば特に

下水なんかそうなんですけども、まちの中心市

街地あたりに集合住宅等々がやっぱりあると非

常に効率がいいので、そういったことなども今

後は住宅政策とあわせて考えていかなきゃいけ

ないというふうに思っておりますので、引き続
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きいろいろご助言いただければというふうに思

います。 

○梅津善之委員長 １番、鈴木一則委員。 

○１番 鈴木一則委員 ありがとうございました。 

 市長言われたとおり、本当に集中的に密にな

ればなるほど効率上がるということで、地域的

な部分でいうと、市民の皆さんの幸せのために

いろんな公共施設として下水道なり水道がある

ということで、いたし方ないんですけども、や

はり将来的なことを見据えた一つの方策も長期

的な部分は考えていく必要があるなという感じ

がしましたので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

 冒頭で申し上げましたが、新型コロナウイル

ス感染拡大がまだまだ先が見えません。もうじ

き新年度で新学期も始まります。終息のめどが

立ち、通常の生活が戻り、物や人も動かないこ

とには経済がよくなりませんので、早期に景気

も改善されることを願いまして、質問を終わり

ます。 

 

 

 小関秀一委員の総括質疑 

 

 

○梅津善之委員長 次に、順位８番、議席番号13

番、小関秀一委員。 

○１３番 小関秀一委員 コロナ対策ばりではな

いんですが、マスクをしてると、のどの通りが

よくて、最近は外せなくなったんですが、先ほ

ど来の質問の中でもあったように、本当に世界

中が厳しい状態だなというふうに日々感じてお

ります。私は定期健診で山大に先週だか行った

折も、入り口で体温測定、ぴっとするやつでさ

れて、幸い体温は高くなかったんですが、少し

だるいようだななんて言ったらば、30分ぐらい

別室に連れていかれて、せっかく早く行ったの

に。ところがです、考えてみっと、検査受けた

わけじゃないんだけども、県内まだ発生者って

いうか陽性の人出てないと。例えば山大からと

か置賜病院からとかっていうふうな話になりま

すと、これつまりは報道されてるとおり、医療

崩壊の心配がむしろ出てくるんだなというふう

なことも含めて考えます。心配な毎日でありま

す。 

 早速、予算総括させていただきますが、実は

一般質問で時間がなくて取り残しになった質問

等もありましたので、それに関連しての質問か

らさせていただきます。 

 １つ目については、2020年の施政方針にも世

界的ないわゆる日本の今後のあり方、そして長

井の進むべき指針として、国連が決めました、

当初は最初の15年はＭＤＧｓ、これはミレニア

ム開発目標ということで、2000年から2015年に

目標を定めて進み、そしてその後、今現在はＳ

ＤＧｓ、これについては持続可能な開発目標と

いうことで、特に貧困とか格差とか持続可能な

社会を目指そうということで取り組んでるとい

うふうなことでありまして、我が市の施政方針

にもここに沿った形で施政を将来進めていく方

針だというふうなことがうたわれておるわけで

ございまして、私は大変、理にかなった歩みだ

なというふうに思っております。特に長井市の

場合は、環境問題とかいろいろかねてから取り

組んできた経過もあるわけですので、さらに前

に向かうべく気持ちを新たにされたんだべなと

いうふうに思います。 

 最初のピコ発電等の予算についても、これは

まだ調査段階なので非常に少ないわけですが、

再生可能エネルギーの取り組みとか、あと新庁

舎については、地下水利用のエネルギーを目指

すと。これも本当に効率的で、私んだ個人の住

宅の場合の取り組みもしたいもんだけども、結

構経費かかってなかなかできないというふうな

課題もあるわけですけれども、そういう取り組

みのまだまだ入り口とはいいながらも、そうい


